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要旨 
目的：産業医の実務に即した支援ツールとして、産業医のための健康診断支援サイトの作
成の在り方について検討することであった。 
方法：労働者の健康影響として腎機能障害、不整脈、脳血管障害、心疾患、糖尿病、高血
圧、高脂血症の 7つのアウトカムと、長時間労働、夜勤または交代制勤務、騒音、放射線
業務、特定の化学物質使用、身体的負荷の大きい作業、暑熱及び寒冷作業、セデンタリー
ワークの 8 つの作業関連ばく露との関連性をマトリクス表で示し、職域における健康診断
の流れを産業医の思考という視点で整理し、フレームを作成した。
結果：産業医のための健康診断支援サイト（健康診断活用ナビ）を作成し、健康診断の法
令上の要件、特定健康診査・保健指導との連携方法、二次健康診断との連携方法、作業関
連疾患に関するエビデンステーブルなどを掲載した。
考察：産業医にとって職域での保健指導は 3 種類の保健指導が混在しており、その目的と
範囲に差異があることから、作業による健康影響を優先的に支持し、そのうえで私傷病と
しての保健指導も同時に行うことが望ましいとした。研究の結論として、職域健康診断は
複雑な構成でありその全体像を理解することだけでも産業医にとって困難であることか
ら、本研究において実践された産業医のための職域健康診断支援サイトがより多くの人に
使われること、法令が変更するたびに更新されることで、ベーシックな職域健康診断の対
応が負担なく進むことで、結果として特定保健指導との協働が進むものと考えられるとし
た。
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Ａ．研究目的 
 労働安全衛生法における健康診断は第66
条で規定されており同法 66 条の４及び５
においては事業者が労働者の作業関連疾患
の防止を目的とした就業上の措置が要求事
項で事業者責任の一環である。一方、高齢者
医療確保法が求める保険者が被保険者の個
別の生活習慣病対策からなる脳心疾患等の
重症化対策へのアプローチ（特定保健指導）
とは異なるものである。労働安全衛生法に
よる健康診断も、同法第 66 条の７において
個別の労働者を対象とした保健指導の規定
があるが努力義務にすぎず、筆者らが実施
した日本産業衛生学会産業医部会員らの調
査（厚生労働科学研究岡村班）によると、産
業医実務のうち、この保健指導に充ててい
る時間は嘱託産業医業務では10％程度とい
う状況であった。このような問題は特定保
健指導が導入されたタイミングからずっと
同様の問題が指摘されているがほとんど改
善が見られていない状況で産業医のマイン
ドにほとんど変化がみられていないと考え
られる。 
 一方、健康経営やコラボヘルスなどの取
り組みから、事業者が健康保険組合に健診
データを提供したり勤務中に特定保健指導
を受けることができたりするよう便宜を図
っているケースなども散見されるが、取り
組みの見られる事業者はごく一部である。
このような状況から、現状の枠組みの延長
で産業医等に対する保健指導の啓発にそれ
ほど大きな効果が見られるとは考えにくい。
そこで、産業医が重視している、業務と健康
問題のミスマッチという視点で保健指導に
資する資材の作成を目指し、結果的に保健
指導に関与したいと思う産業医を増加させ

ることを目指す。 

Ｂ．研究方法 
作業関連疾患のアウトカムとして、以下

のものを設定した。健康診断項目にあるも
の、および特定保健指導の重症化予防と関
連のあるものを選定した。 
・ 腎機能障害
・ 不整脈
・ 脳血管障害
・ 心疾患
・ 糖尿病
・ 高血圧
・ 高脂血症
昨年度の検討から作業関連疾患と関連の

ある労働者の曝露として、既知のものとし
て知られている以下の項目を選定した。 
・ 長時間労働
・ 夜勤または交代制勤務
・ 騒音
・ 放射線業務
・ 特定の化学物質使用
・ 身体的負荷の大きい作業
・ 暑熱及び寒冷作業
・ セデンタリーワーク
上記のマトリクス表を作成し、労働者の

健康影響としてどのようなことが存在する
のか一目で理解できる図表を作成する（Ｒ
３年度）。また、職域における健康診断の流
れを産業医の思考という視点で整理し（Ｒ
４年度）、フレームを作成する。作成された
フレームをもとに、産業医向け健康診断総
合支援サイト（健康診断活用ナビ）を作成し
識者らに確認の上、最終版を作成する（Ｒ５
年度）。R5について、研究代表者に加え、
健保と協働して健康診断全般の企画にかか
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わっている企業の統括産業医2名を加え議
論の上サイトの作成を行った。 
 
 
Ｃ．研究結果 
 本研究において、特定のばく露に基づい
た健康診断である特殊健康診断について整
理することは論点が複雑になることから整
理の範疇外とすることが適切であるとされ
た。また、一般健康診断のうち、メタボリッ
クシンドロームや脳心疾患をターゲットに
しており年に1回の労働者の健康上のチェ
ックを目的としている健診で整理すること
がユーザーにとって理解しやすいと考え、
定期健康診断のみをターゲットとして議論
することと参加者間で合意が得られた。 
まず、法令上、産業医及び事業者が意図せ

ず法令違反とならないよう標準的な対応に
ついて図示化することが必要であると考え
られた。職域の健康診断は複雑であり労働
安全衛生法（および労働安全衛生規則）、高
齢者医療確保法、労働者災害補償保険法に
規定される3つの法令に基づいた対応につ
いて記載する必要性が議論された。 
まず、職域における健康診断のうち、法令

で確実に実施すべきものとして整理される
べきは労働安全衛生法および労働安全衛生
規則に規定されている内容を確実に理解す
るところからスタートすることであった。
法令で記載されている内容について以下に
列挙する。 
【労働安全衛生法・規則の整理】 
① 医師による健康診断（法第66条） 
② 健康診断結果個票の作成（法66条の3、

則第51条） 
③ 健康診断結果の労働者への通知（法第

66条の6、則第51条の4） 
④ 異常所見者の抽出（法第66条の4） 
⑤ 健康診断結果の医師への意見聴取（法

第66条の4、則第51条の2、第51条の2の
1） 

⑥ 健康診断結果の医師の意見作成（則第
51条の2の2） 

⑦ 事業者による就業上の措置（法第66条
の5） 

⑧ 労働者に対する保健指導（法第66条の
7） 

 これらの安全衛生法令に付随する高齢者
健康確保法による特定健康診査（および特
定保健指導）と労働者災害補償保険法の関
係図を作成することの重要性について議論
された。これらを統括的にまとめたものは
図１である。 
 安全衛生法令に基づく健康診断の個票が
作成すると同時に電子データによる一覧表
が作成されて保険者に提供される。提供さ
れたデータをもとに層別化を行い、データ
の異常が高度なものについては受診勧奨が
行われ、一定基準以上の異常値の労働者に
対しては保険者による保健指導が行われ事
業者と協働して実践されることがある。ご
く軽微な異常者に対しては情報提供が実施
される。 
 労働者災害補償保険法に基づく二次健康
診断は、定期健康診断において、高血圧、糖
尿病、高脂血症、腹囲またはBMIの4項目の
すべてに異常があったものが対象となる。
ただし、事業場の産業医等が就業環境を総
合的に勘案したうえで受診が必要と認めた
ものについては受診が可能となる仕組みで
あり、心エコー検査や頸動脈エコーや微量
アルブミンなどの精密検査を受け、その結
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果に基づき特定保健指導（注；労働者災害保
険補償法に基づく、高齢者医療確保法に基
づく保健指導と同名であるため注意が必要）
が実施される。二次健康診断は、医療機関で
実施され、事業者に対し当該労働者の就業
上の意見が提供されることがあり、その場
合、産業医が不在の場合には安衛法第66条
の4の医師の意見として取り扱うが、産業医
がいる場合には産業医の判断材料の一部と
なり、産業医が総合判定として就業上の意
見を事業者に提供することが通常である。 
 
Ｄ．考察 
 産業医にとって、職域での保健指導は3種
類の保健指導が混在していること、それぞ
れの保健指導が目的を異としていることか
ら指導の範囲に差異が出てくる。産業医は
通常、産業保健の目的が人と作業の適合で
あることから個人の健康問題よりも作業に
よる影響が優先的に支持される。このよう
なことから産業医にとって特定健康診査に
基づく特定保健指導は作業による健康影響
は本分担研究の継続的検討により一般健康
診断で取り扱う項目のうち作業関連疾患と
してエビデンスが見いだされたものは、糖
尿病については深夜業や交代制、高血圧に
ついては長時間労働と深夜業と交代制勤務、
高脂血症については長時間労働と深夜業お
よび交代制勤務が作業関連疾患としての可
能性があることが示されている。 
また、エビデンス以外の論点としては、意

識消失や注意力の極端な欠如による労働災
害への影響で主に一人作業と高所作業が該
当する。健康診断で見いだされる急性症状
としての意識障害・注意力の極端な欠如は
糖尿病のみであり、低血糖や糖尿病性昏睡

を引き起こす病態である場合には、産業医
は就業上の意見として就業制限の意見を述
べる必要がある。保健指導はこのような取
り組みとは別途実施することが必要になり
どの目的で労働者と対峙しているか、とい
うことを理解し活動することは相当程度難
易度の高いことであると考えられる。 
このような、産業医にとって一般健康診

断を確実に実践できるようにガイドできる
ホームページの作成を研究分担者が行った。
https://kenshin.dohcuoeh.com/。ホームペ
ージのトップページには安全衛生法体系で
実施される健康診断をベースに理解できる
よう図１を表示し、職域健康診断の概略が
理解できるようにした。さらに、それぞれの
項目について解説文のリンクを作成し、産
業医として法令要求事項である職域健康診
断を実践したうえで、特定健康診査・保健指
導との連携方法、二次健康診断との連携の
方法なども記載するHPを構築した。就業上
の措置についてはもともと作成していた就
業判定支援ナビのHPへのリンクhttps://ke
nshin.dohcuoeh.com/shugyohantei/index.h
tmlを作成した。特定保健指導と協働するた
めに必要な保健指導の知識としての作業関
連疾患に関連するエビデンステーブル（図
２．３．４）についても同ホームページに掲
載し、職業ばく露による保健指導をまず実
践し、そのうえで私傷病としての保健指導
も同時に行うことを促す構成とした。 
作成されたHPについて、研究協力者に内

容確認を依頼し内的妥当性の担保を行い完
成した。 
 
Ｅ．結論 
 職域健康診断は複雑な構成でありその全
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体像を理解することだけでも産業医にとっ
て困難である。本研究において実践された
産業医のための職域健康診断支援サイトが
より多くの人に使われること、法令が変更
するたびに更新されることで、ベーシック
な職域健康診断の対応が負担なく進むこと
で、結果として特定保健指導との協働が進
むものと考えられる。 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表
なし
2. 学会発表
なし

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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図１．職域健康診断判定の流れ 

健康診断の実施※

労働安全衛生法に基づく
定期健康診断；事業者

医師の意見聴取※

医師の意見※職域保健指導

労働者災害補償保険法に基づく
二次健康診断；労働者

高齢者医療確保法に基づく
特定健康診査；保険者

異常所見者の抽出※

健康診断結果個票の作成※事業者からの健診結果提供

層別化

特定保健指導受診勧奨
(重症化予防)

二次健康診断

特定保健指導

労働者への健診結果通知※

二次健康診断個票の作成

報告書の作成

特定健康診査等の実施に関する協力依頼について
基発０２０５第１号
保発０２０５第１号

就業上の措置※

必要に応じて受診勧奨

連携

注；※は企業における義務
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図2 

 
  

First Author Publication Year 曝露 デザイン アウトカム

Kuwahara K 2014 長時間労働 コホート 有意差なし

Tomita T 2021 長時間労働 コホート 有意差なし

Kuwahara K 2018 長時間労働 コホート

十分な睡眠時間を伴う長時間労働は糖尿病
リスクを上昇させない
睡眠不足群（HR 1.42; 95％CI、1.11-
1.83）十分睡眠群（HR 0.99; 95％ CI、
0.88-1.11）（十分な睡眠を伴う45時間未満
の残業）

Kuwahara K 2019 長時間労働 コホート 有意差なし

Bannai A 2016 交代制勤務 コホート

週45時間以上の非シフト勤務者ではHRの低
下が認められたが（HR 0.84; 95％ CI,
0.57-1.24）、週45時間以上のシフト勤務者
は週35-44時間勤務者と比較して糖尿病リス
クが有意に高かった（HR 2.43; 95％ CI,
1.21-5.10 ）

Osaki Y 2021 交代制勤務 コホート
糖尿病のハザード比が19％（95％信頼区
間：3-37％）高い

Suwazono Y 2006 交代制勤務 コホート
オッズ比（95％信頼区間）は1.35（1.05-
1.75）

Morikawa Y 2005 夜勤・交代勤務 コホート

ブルーカラーの交代制勤務者とホワイトカ
ラーの日勤者の比較、
糖尿病リスクの有意な増加　相対リスク
2.01
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図３ 

 

  

First Author Publication Y曝露 デザイン アウトカム

Nakamura K 2012 長時間労働 コホート

男性組立工場労働者611人におけるDBPの1年間の変
化の多変量調整平均値は、＜40.0時間/月で
1.5mmHg（95％信頼区（CI）0.8-2.2）、40.0-79.9
時間/月で2.3mmHg（95％CI 1.3-3.2）、80.0時間以
上/月で5.3mmHg（95％ CI 2.7-7.9） （不均質性に
関するP = 0.02） でした。SBPについてもほぼ同様
のパターンが観察された。事務職員においては有意
差がみられなかった。

Wada K 2006 長時間労働 コホート
長時間労働者は高血圧の発症リスクが低い（負の相
関）
 (hazard ratio, 0.36; 95% CI, 0.15-0.88; P < 0.05)

Nakanishi N 2001 長時間労働 コホート
1日の労働時間が8.0時間未満の人と比べた高血圧の
相対リスクは、1日の労働時間が11.0時間の人で0.33
（95％CI: 0.11, 0.95）

Sakata K 2003 交代制勤務 コホート 高血圧発症のオッズ比は1.10、有意差あり

Oishi M 2005 交代制勤務 コホート
高血圧1.23（95％信頼区間：1.05-1.44）
拡張期高血圧1.28（95％信頼区間：1.07-1.52）

Suwazono Y 2008 交代制勤務 コホート

①収縮期血圧：10％以上上昇が1.15（1.07～
1.23）、15％以上が1.21（1.12～1.31）、20％以上
が1.15（1.04～1.28）、25％以上が1.20（1.06～
1.37）、30％以上が1.23（1.03～1.47）
②収縮期血圧：1.23（1.03～1.47）、拡張期血圧で
は10％以上で1.19（1.11～1.28）、15％以上で1.22
（1.13～1.33）、20％以上で1.24（1.13～1.37）、
25％以上で1.16（1.03～1.30）
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図４ 
First Author Publication Year 曝露 デザイン アウトカム

Itani O 2013 長時間労働 コホート
長時間労働者の高TG血症の有意差あり
（1.11 [95％CI：1.02-1.22]、p =
0.02）

Dochi M 2008 交代制勤務 コホート
交代制勤務にてOR 1.10、95％信頼区
間（95％CI）1.00-1.21、P値0.048

Dochi M 2009 交代制勤務 コホート

血清総コレステロールの上昇率が交代
制勤務群は非交代制勤務群と比較した
時のオッズ比
20％以上で1.16（1.07～1.26）
25％以上で1.16（1.05～1.28）
35％以上で1.23（1.05～1.43）
40％以上で1.30（1.07～1.58）
45％以上で1.28（1.01～1.63）
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